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研究成果の概要： 

1980 年代後半以降の東アジア諸国の高度経済成長に注目して、世界銀行による『東アジア 
の奇跡』においては、東アジア諸国の経済発展過程における経済テクノクラートの役割やそれ

を中心とした制度の強靱性などが指摘され、大きな注目を集めた。しかし、その後経済政策の

民営化の促進の他、各国では民主化の動きが過疎するなど、経済官僚を取り巻く環境は大きく

変化した。このため、本研究では、こうした新しい政治経済環境の下で、経済テクノクラート

の変容する役割に注目した。 
まず、本研究では、これまで欠落していた東アジア諸国の経済政策策定と決定過程に関して、

そのメカニズムと経済官僚の役割が明確にされた。次ぎに、これらの経済官僚に関する社会的

バックグランウンド（教育歴、職歴など）に関する基礎データの総合的な収集と整理が行われ

た。 
これらの作業を通じて、各国の経済計画策定・実行機関とそれを支える官僚機構の強靱さと 98

年経済危機における役割の変容が明らかになった。しかし、その方向性は必ずしも一様ではな

い。インドネシアのように、いったん弱体化したものの、近年かつてのように強化された国も

あれば、マレーシアのように経済危機を契機により集中化した国も見られた。 
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１．研究開始当初の背景 

東アジア諸国の経済テクノクラシーに関 
連する研究は、東アジア諸国独立以降 1960

年代にかけて、政府機構紹介、開発計画研究



ならび公務員制度、官僚研究などを内容とし、

主に静態的な研究が行われたにすぎない。 

一方、1980 年代後半以降の東アジア諸国 

の高度経済成長に注目して、世界銀行による

『東アジアの奇跡』においては、東アジア諸

国の経済発展過程における経済テクノクラ

ートの役割やそれを中心とした制度の強靱

性などが指摘され、大きな注目を集めた。 

また、その一方で 1980 年代半ば以降東ア 

ジア各国では、行政改革ならびに民営化政策

が進められ、テクノクラートを取り巻く大き

な環境変化があった。 

こうした状況にも拘わらず、経済テクノク 

ラシーに関する研究は、アジア経済研究所で

の一部成果しか見られない（岩崎育夫編

『ASEAN 諸国の官僚制』アジア経済研究所

1996 年）。さらに、経済政策策定過程の分析

や経済官僚のキャリアパスなど、経済テクノ

クラシーに関する動態分析は、タイの産業政

策（末廣昭編『タイの経済政策』アジア経済

研究所 2000 年）や韓国の金融行政（大西

裕著『韓国経済の政治分析』有斐閣 2005 年）

など一部の研究成果しか、今日まで行われて

いない未着手の研究分野である。 
 
２．研究の目的 
本研究の主な目的は、（１）1980 年代後半

以降権威主義体制から民主主義体制への政

治体制の移行と、（２）1997 年のアジア通貨・

経済危機という 2つの大きなインパクトを受

けた東アジア諸国 6 カ国（韓国、タイ、イン

ドネシアなど）において、①経済政策（特に

財政政策）策定・決定過程に焦点を当て、②

この過程の制度的構造とそこにおける諸ア

クターの政治過程を分析し、③これらの国々

における経済運営においてその中長期的経

済合理性をいかに確保するか、そのために現

在、これらの国々おいてテクノクラシーはど

のような課題に直面しているか、を検討する

ことにある。なお本研究では特に権威主義体

制期とアジア通貨・経済危機ならびにそれ以

降の時期の経済政策決定プロセスに関する

時期的な比較、さらには現在移行経済体制下

にある中国との比較、この 2 つの比較を行う

ことで、東アジア諸国におけるテクノクラシ

ーの特質について分析を行う。 
 
３．研究の方法 
（１）横断的比較研究：これまで、ごく一部

の分野でしか行われなかった東アジア諸国

の経済政策策定・決定過程に関する動態的分

析を 6カ国の比較作業を通じて本格的に行う

こと。 

（２）時系列的比較：比較の視座を①高度経

済成長期、アジア経済危機以前と以後、と 3

つの時期を対象とし、通時性による比較と②

東アジア諸国という共時性の 2つの軸で設定

し、より一般性を追求する試みであること。 

（３）キャリアパスの基礎資料：経済テク 

ノクラシーを支える制度に関する基礎デー

タ・資料ならびに主要官庁の経済テクノクラ

ートに関する人事データベースを作成し、共

通したフォーマットで比較精査すること。 

特に、経済テクノクラートの人事記録、 

省令、通達など行政関連の資料やデータなど

一次資料は現地語でのみ刊行されているこ

とが圧倒的に多いため、現地語に精通した地

域研究者が資料を収集・分析する。これによ

って、これまでの制度の変遷、経済テクノク

ラートのキャリアパスに関する包括的な資

料を得ることができる。 

（４）オーラルヒストリー：また、オーラル・

ヒストリーという方法を採用し、引退した官

僚や当時の政策担当者への集中的なインタ

ビュー調査を行い、当該国の過去の経済政策

決定に関する分析を行う。 
 
４．研究成果 



研究成果としては、以下の点にまとめるこ

とができる。 

（１）これまで欠落していた東アジア諸国の

経済政策策定と決定過程に関して、そのメカ

ニズムと経済官僚の役割が明確にされた。 

（２）加えて、これらの経済官僚に関する社

会的バックグランウンド（教育歴、職歴など）

に関する基礎データの総合的な収集と整理

が行われた。 

（３）各国の経済計画策定・実行機関とそれ

を支える官僚機構の強靱さと 98 年経済危機

における役割の変容が明らかになった。しか

し、その方向性は必ずしも一様ではない。イ

ンドネシアのように、いったん弱体化したも

のの、近年かつての開発主義時代のように強

化された国もあれば、マレーシアのように経

済危機を契機により集中化した国も見られ

た。 

（４）各国の経済政策過程の制度上の特徴と

それを支える経済官僚のキャリアパスに関

する基本情報の収集と整理作業を行った。 

その過程で、マレーシアのように、植民地時

代から初期の経済開発時代に導入された諸

システムの強さと保守性が明らかになって

きた。 
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